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１．リサイクル産業に関する取組



各種リサイクル制度による３Ｒの進展、製造業の海外移転による国内空洞化、人口減少等により、
国内廃棄物の発生量は減少する見通し。

中国やインド、ＡＳＥＡＮ諸国などアジア各国においては、経済発展とともに増加する廃棄物の適正
処理や資源確保ニーズが高まっており、我が国リサイクル企業のビジネスチャンスが見込まれる。

このような状況を踏まえ、リサイクル企業が今後生き残っていくためには、①事業再編による資金
力、人材力、イノベーション力アップ、②海外進出によるビジネス拡大、③提供する再資源化製品
等の高付加価値化・総合化が求められる。

現状

我が国再資源化産業の海外展開支援が必要
国内再資源化産業の発展と
アジアの環境負荷低減に寄与

中国北京市内

インド

再資源化産業の国際展開支援①： 我が国再資源化産業の現状と課題



家電廃棄量の見通し（2011年と2020年の推計値）

日本 米国中国欧州（15ヶ国）

ASEAN（6カ国）インド

（資料）各種資料から三菱UFJリサーチ＆コンサルティング推計

○新興国では、家電販売量が急速に伸びており、これに伴い廃棄量も今後増加していく見込み。

○特に、中国における家電廃棄量は、いずれ先進国を超える規模まで増加するものと考えられる。
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再資源化産業の国際展開支援②： （例） 世界の家電廃棄量の見通し



○我が国企業が有する高度なリサイクル技術・システムに対してアジア諸国からのニーズ大。リサイ
クル分野での新たな外需の取り込みを目指す。

○欧米等のライバル企業に先駆けた早期進出が重要。国は政策的対話等を通じアジア各国でのリ
サイクル法制度の構築を支援するとともに、民間企業のＦＳ調査・実証事業の支援を通じ、企業の
海外展開を加速していく。

日 本 アジア

政策ツール

リサイクルシステムの
運用面の経験・ノウハウ

エコタウン制度の運営
ノウハウ

エコタウンの整備・運営

自治体間協力の下、
日本企業が進出し
易い土壌形成

リサイクル法制度の構築
（家電、自動車等）

リサイクル法制度
整備のノウハウ
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設備・技術の経験・
ノウハウ
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リサイクルシステムの
運用ノウハウの移転

日本のリサイクル仕様
のアジアへの反映

不適正処理の改善

役 割強み 課題・ニーズ

エコタウン協力

リサイクル
海外実証事業

政策対話

リサイクル技術の移転

技術の最適化による
競争力確保
（市場シェア確保）

環境都市協力の具現化

企業ＦＳ事業

（例： ・北九州市－大連市
・川崎市－上海市）

（例：・蘇州市でのDOWAエコシステ
ムによる家電リサイクル事業
・大連市での加藤商事による
廃タイヤリサイクル事業）

日系再資源化産業の海外展開支援



①マクロ環境の調査
・関連法令調査

・廃車発生量（主要都市）調査

・中国リサイクル会社現状調査

・販売・集荷マーケット調査

・事業発展形態の検証

地域・拠点の拡大 事業範囲の拡大・
関連事業の抽出と
事業性検討

③ビジネスモデルイメージ

日本リサイクル企業
・オペレーションノウハウ

中国リサイクル企業
・廃車集荷

解体事業会社
（モデル工場）

合弁設立

課題

発展

②事業立ち上げ段階案件の調査

・事業計画の作成

・進出予定地の調査

・事業形態の検討

中国における自動車リサイクル事業の実施を目指し、以下のＦＳを実施

①中国における使用済み自動車（ELV）を取り巻くマクロ環境の調査
⇒自動車リサイクル法の動向、市場規模、各資源の処理方法等

②事業立ち上げ段階案件の調査
⇒複数都市における詳細調査、事業計画の作成、投資金額の試算、パートナー候補の調査等
③モデル化、実施可能性の分析
⇒事業推進においての課題の整理、日本の技術を導入したモデル工場案の策定等

豊田通商のケース ①
＜中国／自動車リサイクルのＦＳ調査＞



○研究開発課題

①現地に適合したリサイクルシステムの確立

②有価物の高効率回収・再利用、有害物質の
適正処理

プロジェクト期間・実施者

期 間 ２０１１年～１２年度（２年間）

実施者 ・ＮＥＤＯ

（(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構）

・豊田通商

予算額 約4.7億円

中国における自動車リサイクルを対象とし、国家発展改革委員会の協力の下、NEDO事業として、
平成２３年度～平成２４年度に実施。
我が国のリサイクル技術を活用し、現地事情に即して最適化したシステムを確立するための研究開
発・実証を行い、対象国での廃棄物の減容化、無害化、再資源化に貢献。

研究内容概略

○キーテクノロジー

大型車を含む一気通貫の解体処理技術、解体
後物の再資源化技術、フロン等の有害物質適正
処理技術等

プロジェクトイメージ

有価物は回収
するものの・・・

最終処分場確保難

GHG

高効率・高度な解体・選別・分離技術、経済的な
リサイクルシステムの研究開発・実証

環境負荷

廃棄物の適正処理有価物の回収・再利用

現行の処理技術
では対応困難

不適正な処理

適正処理

豊田通商のケース ②
＜中国／自動車リサイクルの実証研究＞



○世界のリサイクル市場は22兆円/年(2010年)→40兆円/年(2020年)へ拡大。
○市場規模の推移を踏まえると中国を筆頭にアジア諸国において需要拡大が見込まれる。
○今後の各国における法整備の動向を踏まえると、家電や自動車リサイクル分野が有望。

＜インフラシステム輸出戦略（平成26年度改訂版）＞
（平成25年5月17日経協インフラ戦略会議決定、平成26年6月3日改訂）

我が国技術の優位性・信頼性に対する相手国の理解を促進するＦ／ＳやＮＥＤＯ海外実証
プロジェクトの推進
日本国内及び在外公館双方における情報収集・発進力の強化
インフラ海外展開のための法制度等ビジネス環境整備
中小・中堅企業及び地方自治体のインフラ海外展開の促進
相手国政府との連携や政策対話の実施

出所：各種資料より
経済産業省作成

（兆円）

インフラ関連産業の海外展開 ～インフラシステム輸出戦略の重点分野の１つ～
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２．バーゼル条約に関する取組



機密性○

○輸出入事業者に対する事前相談の実施

概要

バーゼル条約・国内法を的確に履行するため、経済産業省及び環
境省では、輸出入事業者に対するバーゼル該非判断について、事
前相談を実施。

平成１８年９月より、メタル及びプラスチックスクラップの事前相談
の外部委託を開始（平成26年度委託先：一般財団法人日本環境衛
生センター）。

平成２０年４月より、外部委託の事前相談の対象貨物に、使用済
バッテリー、使用済遊技機、廃触媒、中古品（家電・自動車品等）を
追加。

バーゼル法（有害廃棄物の輸出入規制）の施行状況

○特定有害廃棄物の輸出入手続

特定有害廃棄物の平成２５年の輸出入実績（平成26年3月28日報道発
表）
①輸出の状況

件数は１，０１９件、総量は２００，３０７トン。品目は主に、鉛スクラップ（鉛蓄
電池）、金属含有スラッジ、石炭灰等であり、いずれも金属回収を目的とするも
のであった（ほとんどは韓国向け鉛蓄電池）。

②輸入の状況

件数は３８７件、総量は３２，２２２トン。品目は主に、電子部品スクラップ、貴
金属含有スラッジ、電池スクラップ（ニカド電池他）等であり、金属回収など再生
利用を目的とするものであった。

●特定有害廃棄物等の
輸出量及び輸出件数の推移

●特定有害廃棄物等の
輸入量及び輸入件数の推移
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